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財 政 課

令 和 ３ 年 度 ２ 月 補 正 予 算

（令和４年３月８日追加提案分）に関する説明資料

（ 議 案 第 １ ０ ３ 号 ）
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(単位：千円)

増 減 額

道路除雪費 514,000 （ 3,558,000 → 4,072,000 ）

子育て支援等臨時対策基金事業費 189,880 （ 0 → 189,880 ）

財政調整基金繰入金 1,249,316 （ 3,693,198 → 4,942,514 ）

鉄道軌道輸送対策事業費 △ 5,000 （ 276,900 → 271,900 ）

令 和 3 年 度 2 月 補 正 予 算（ 令 和 4 年 3 月 8 日 追 加 提 案 分 ）　　主 要 な 歳 入 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳 減　　　　額　　　　内　　　　訳

1 県 税

2 地方消費税清算金

3 地 方 譲 与 税

4 地 方 特 例 交 付 金

5 地 方 交 付 税

6
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

7 分担金及び負担金

8 使用料及び手数料

9 国 庫 支 出 金 751,922

10 財 産 収 入

11 寄 附 金

12 繰 入 金 1,312,778

13 繰 越 金

14 諸 収 入

15 県 債 △ 5,000

合　　　計 2,059,700 681,827,394　→　683,887,094
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(単位：千円)

増 減 額

県内空港利用促進緊急対策事業 △ 62,500 （ 83,166 → 20,666 ）

地域公共交通等新型コロナ対策事業 △ 12,874 （ 537,710 → 524,836 ）

アフターコロナを見据えた交通ネットワーク強化事業

△ 11,417 （ 20,500 → 9,083 ）

新型コロナウイルス感染症自宅療養者給付金事業

211,428 （ 162,151 → 373,579 ）

地域医療介護総合確保基金積立金 64,564 （ 1,533,600 → 1,598,164 ）

新型コロナウイルス感染症に係る介護サービス継続支援事業

64,564 （ 192,041 → 256,605 ）

新型コロナウイルス感染症対策事業 580,000 （ 7,210,731 → 7,790,731 ）

県産品首都圏等販売強化事業 △ 11,000 （ 38,347 → 27,347 ）

道路除雪事業 1,000,000 （ 6,944,504 → 7,944,504 ）

子育て支援等臨時対策基金積立金 189,880 （ 10 → 189,890 ）

令 和 3 年 度 2 月 補 正 予 算（ 令 和 4 年 3 月 8 日 追 加 提 案 分 ）    主 要 な 目 的 別 増 減 調 書

区　　　　分 増　　　　額　　　　内　　　　訳 減　　　　額　　　　内　　　　訳

1 議 会 費

2 総 務 費 △ 106,678

4 衛 生 費 594,178

5 労 働 費

6 農 林 水 産 業 費

7 商 工 費 △ 11,000

8 土 木 費 1,044,000

9 警 察 費

10 教 育 費 189,880

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

14 予 備 費

合　　　計 2,059,700 681,827,394　→　683,887,094

3 民 生 費 349,320
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「職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例案」
について(議案第１０４号）

人事課

１ 改正理由

一般職の国家公務員に準じて、一定の非常勤職員に係る育児休業及び部分休業の取

得要件を緩和するとともに、妊娠等の申出があった場合における措置等を行う必要が

ある。

２ 主な改正内容

⑴ 育児休業等の取得要件の緩和（第２条及び第２４条関係）【非常勤職員】

一定の非常勤職員に係る育児休業及び部分休業の取得要件のうち、「在職期間

１年以上」の要件を廃止する。

⑵ 任命権者への措置（第２８条及び第２９条関係）【全職員】

① 妊娠等の申出があった場合における措置（第２８条関係）

任命権者に対して、妊娠又は出産等についての申出があった場合は、当該職員

へ育児休業に関する制度を周知するとともに、当該職員との面談等を行うよう定

める。

② 勤務環境の整備に関する措置（第２９条関係）

任命権者に対して、次の事項を行うよう定める。

・ 職員に対する育児休業に係る研修の実施

・ 育児休業に関する相談体制の整備

・ その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置

３ 施行期日

令和４年４月１日とする。
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職
員
の
育
児
休
業
等
に
関
す
る
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

新

旧

（
育
児
休
業
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
職
員
）

（
育
児
休
業
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
職
員
）

第
二
条

法
第
二
条
第
一
項
の
条
例
で
定
め
る
職
員
は
、
次
に
掲
げ
る
職
員
と

第
二
条

法
第
二
条
第
一
項
の
条
例
で
定
め
る
職
員
は
、
次
に
掲
げ
る
職
員
と

す
る
。

す
る
。

一
～
三

略

一
～
三

略

四

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
非
常
勤
職
員
以
外
の
非
常
勤
職
員

四

次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
非
常
勤
職
員
以
外
の
非
常
勤
職
員

㈠

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
非
常
勤
職
員

㈠

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
非
常
勤
職
員

任
命
権
者
を
同
じ
く
す
る
職
（
以
下
「
特
定
職
」
と
い
う
。
）
に

引
き
続
き
在
職
し
た
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
非
常
勤
職
員

そ
の
養
育
す
る
子
（
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
子
を
い
う
。

そ
の
養
育
す
る
子
（
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
子
を
い
う
。

以
下
同
じ
。
）
が
一
歳
六
か
月
に
達
す
る
日
（
以
下
「
一
歳
六
か
月

以
下
同
じ
。
）
が
一
歳
六
か
月
に
達
す
る
日
（
以
下
「
一
歳
六
か
月

到
達
日
」
と
い
う
。
）
（
第
二
条
の
四
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に

到
達
日
」
と
い
う
。
）
（
第
二
条
の
四
の
規
定
に
該
当
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
二
歳
に
達
す
る
日
）
ま
で
に
、
そ
の
任
期
（
任
期
が
更

あ
っ
て
は
、
二
歳
に
達
す
る
日
）
ま
で
に
、
そ
の
任
期
（
任
期
が
更

新
さ
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
更
新
後
の
も
の
）
が
満
了
す
る
こ
と

新
さ
れ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
更
新
後
の
も
の
）
が
満
了
す
る
こ
と

及
び
任
命
権
者
を
同
じ
く
す
る
職
（
以
下
「
特
定
職
」
と
い
う
。
）

及
び
特
定
職

に
引
き
続
き
採
用
さ
れ
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
な
い
非
常
勤
職
員

に
引
き
続
き
採
用
さ
れ
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
な
い
非
常
勤
職
員

略

略

㈡
・
㈢

略

㈡
・
㈢

略

（
部
分
休
業
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
職
員
）

（
部
分
休
業
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
職
員
）

第
二
十
四
条

法
第
十
九
条
第
一
項
の
条
例
で
定
め
る
職
員
は
、
次
に
掲
げ
る

第
二
十
四
条

法
第
十
九
条
第
一
項
の
条
例
で
定
め
る
職
員
は
、
次
に
掲
げ
る

職
員
と
す
る
。

職
員
と
す
る
。

一

略

一

略

二

勤
務
日
の
日
数
及
び
勤
務
日
ご
と
の
勤
務
時
間
を
考
慮
し
て
人
事
委
員

二

次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る

会
規
則
又
は
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
非
常
勤
職
員
以
外
の
非
常
勤
職

非
常
勤
職
員
以
外
の
非
常
勤
職

員
（
短
時
間
勤
務
職
員
を
除
く
。
）

員
（
短
時
間
勤
務
職
員
を
除
く
。
）

㈠

特
定
職
に
引
き
続
き
在
職
し
た
期
間
が
一
年
以
上
で
あ
る
非
常
勤
職

員
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㈡

勤
務
日
の
日
数
及
び
勤
務
日
ご
と
の
勤
務
時
間
を
考
慮
し
て
人
事
委

員
会
規
則
又
は
教
育
委
員
会
規
則
で
定
め
る
非
常
勤
職
員

（
妊
娠
又
は
出
産
等
に
つ
い
て
の
申
出
が
あ
っ
た
場
合
に
お
け
る
措
置
等
）

第
二
十
八
条

任
命
権
者
は
、
職
員
が
当
該
任
命
権
者
に
対
し
、
当
該
職
員
又

は
そ
の
配
偶
者
が
妊
娠
し
、
又
は
出
産
し
た
こ
と
そ
の
他
こ
れ
に
準
ず
る
事

実
を
申
し
出
た
と
き
は
、
当
該
職
員
に
対
し
て
、
育
児
休
業
に
関
す
る
制
度

そ
の
他
の
事
項
を
知
ら
せ
る
と
と
も
に
、
育
児
休
業
の
承
認
の
請
求
に
係
る

当
該
職
員
の
意
向
を
確
認
す
る
た
め
の
面
談
そ
の
他
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

２

任
命
権
者
は
、
職
員
が
前
項
の
規
定
に
よ
る
申
出
を
し
た
こ
と
を
理
由
と

し
て
、
当
該
職
員
が
不
利
益
な
取
扱
い
を
受
け
る
こ
と
が
な
い
よ
う
に
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
勤
務
環
境
の
整
備
に
関
す
る
措
置
）

第
二
十
九
条

任
命
権
者
は
、
育
児
休
業
の
承
認
の
請
求
が
円
滑
に
行
わ
れ
る

よ
う
に
す
る
た
め
、
次
に
掲
げ
る
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

職
員
に
対
す
る
育
児
休
業
に
係
る
研
修
の
実
施

二

育
児
休
業
に
関
す
る
相
談
体
制
の
整
備

三

そ
の
他
育
児
休
業
に
係
る
勤
務
環
境
の
整
備
に
関
す
る
措
置
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「秋田県県税条例等の一部を改正する条例案」

について（議案第１０５号）

税務課

１ 改正理由

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部改正に伴い、ガス供給業に係る

法人の事業税の課税方式の見直しを行う等の必要がある。

２ 主な改正内容

⑴ 第１条による改正

① 法人の事業税

ア ガス供給業のうち、特定ガス供給業及び一般ガス供給業に係る法人の事

業税について、課税方式を見直す。（第４８条、第５０条及び第５１条並

びに附則関係）

（ア）改正の概要

課税方式を次のとおりとする。

特定ガス供給業・・・ガス製造業のうち、特別一般ガス導管事業者（大手３社）の供

給区域内で行うもの

導管ガス供給業・・・ガス製造事業者が製造したガスを導管により託送供給する事業

一般ガス供給業・・・導管ガス供給業及び特定ガス供給業以外のガス供給業

（イ）改正の経緯

ガス供給業に係る法人事業税について、小売事業の完全自由化、令和

４年の導管部門と製造・小売部門との法的分離（大手３社のみ）、他エ

ネルギー間競争の激化など、競争状況の変化を踏まえて、導管ガス供給

業以外について課税方式を見直すこととなった。

改正前 改正後

特定ガス供給業

収入割

１．０％

○付加価値割及び資本割を組み入れる。

収入割

０．４８％

付加価値割

０．７７％

資本割

０．３２％

導管ガス供給業 ○変更なし　収入割１．０％

一般ガス供給業 ○他の一般の事業と同様とする。

資本金１億円超

の普通法人

付加価値割

１．２％

資本割

０．５％

所得割

１％

資本金１億円以

下の普通法人

所得割（800万

円超）７％ ※

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※800万円以下の所得については軽減税率あり。
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イ 外形標準課税対象法人（付加価値割額、資本割額及び所得割額の合算額

により法人の事業税を課される資本金１億円超の法人）の所得割につい

て、８００万円以下の所得に係る軽減税率を廃止（１．０％に統一）す

る。（第５１条関係）

② 不動産取得税

ア 住宅用土地の不動産取得税の減額（※１）について、要件を満たしてい

る場合は申告がなかった場合でも適用可能とする。（第７３条関係）

（※１） 床面積が５０㎡以上２４０㎡以下の住宅を、土地取得前１年以

内又は取得後２年以内に新築した場合

イ 不動産取得税の新築家屋の取得の日等に係る特例（※２）の適用期限を

令和６年３月３１日（現行：令和４年３月３１日）まで延長する。（附則

第１４条の７関係）

（※２）・ ２⑴②アの土地の取得後２年を３年等に緩和する措置

・ 新築住宅を宅地建物取引業者等が取得したものとみなす日を

新築の日から１年（本則：６月）を経過した日に緩和する特例

措置

③ その他所要の規定の整備を行う。

⑵ 第２条による改正

秋田県県税条例等の一部を改正する条例（令和２年秋田県条例第４５号）附

則第６項の規定によりなおその効力を有するものとされた同条例附則第１項第

５号に掲げる規定による改正前の秋田県県税条例について、所要の規定の整備

を行う。

⑶ 第３条による改正

秋田県証紙条例（昭和３９年秋田県条例第３５号）について、地方税法の改

正に伴い所要の規定の整理を行う。

３ 施行期日等

⑴ この条例は、令和４年４月１日から施行する。

⑵ この条例の施行に関し所要の経過措置を規定する。
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秋
田
県
県
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
案
新
旧
対
照
表

秋
田
県
県
税
条
例
の
一
部
改
正
（
第
一
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
法
人
の
県
民
税
の
申
告
納
付
）

（
法
人
の
県
民
税
の
申
告
納
付
）

第
四
十
五
条

県
民
税
を
申
告
納
付
す
る
義
務
が
あ
る
法
人
は
、
法
第
五
十
三

第
四
十
五
条

県
民
税
を
申
告
納
付
す
る
義
務
が
あ
る
法
人
は
、
法
第
五
十
三

条
（
第
六
十
五
項
か
ら
第
八
十
一
項
ま
で
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
つ
て
同

条
（
第
六
十
三
項
か
ら
第
七
十
九
項
ま
で
を
除
く
。
）
の
規
定
に
よ
つ
て
同

条
第
一
項
、
第
二
項
、
第
三
十
一
項
及
び
第
三
十
四
項
の
申
告
書
を
総
合
県

条
第
一
項
、
第
二
項
、
第
三
十
一
項
及
び
第
三
十
四
項
の
申
告
書
を
総
合
県

税
事
務
所
長
に
提
出
し
、
及
び
そ
の
申
告
に
係
る
県
民
税
額
又
は
同
条
第
一

税
事
務
所
長
に
提
出
し
、
及
び
そ
の
申
告
に
係
る
県
民
税
額
又
は
同
条
第
一

項
後
段
若
し
く
は
第
二
項
後
段
の
規
定
に
よ
つ
て
提
出
が
あ
つ
た
も
の
と
み

項
後
段
若
し
く
は
第
二
項
後
段
の
規
定
に
よ
つ
て
提
出
が
あ
つ
た
も
の
と
み

な
さ
れ
る
申
告
書
に
係
る
県
民
税
に
相
当
す
る
税
額
の
県
民
税
を
納
付
書
に

な
さ
れ
る
申
告
書
に
係
る
県
民
税
に
相
当
す
る
税
額
の
県
民
税
を
納
付
書
に

よ
つ
て
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

よ
つ
て
納
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
事
業
税
の
納
税
義
務
者
等
）

（
事
業
税
の
納
税
義
務
者
等
）

第
四
十
八
条

法
人
の
行
う
事
業
に
対
す
る
事
業
税
は
、
法
人
の
行
う
事
業
に

第
四
十
八
条

法
人
の
行
う
事
業
に
対
す
る
事
業
税
は
、
法
人
の
行
う
事
業
に

対
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額

対
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額

に
よ
り
、
そ
の
法
人
に
課
す
る
。

に
よ
り
、
そ
の
法
人
に
課
す
る
。

一

次
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
業
以
外
の
事
業

次
に
掲
げ
る
法

一

次
号
及
び
第
三
号

に
掲
げ
る
事
業
以
外
の
事
業

次
に
掲
げ
る
法

人
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額

人
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額

㈠

略

㈠

略

㈡

法
第
七
十
二
条
の
四
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
法
第
七
十
二
条

㈡

法
第
七
十
二
条
の
四
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
法
第
七
十
二
条

の
五
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第

の
五
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第

七
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
と
み
な
さ
れ

六
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
と
み
な
さ
れ

る
法
人
で
な
い
社
団
及
び
財
団
、
第
四
項
の
法
人
課
税
信
託
の
引
受
け

る
法
人
で
な
い
社
団
及
び
財
団
、
第
四
項
の
法
人
課
税
信
託
の
引
受
け

を
行
う
個
人
、
投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十

を
行
う
個
人
、
投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十

六
年
法
律
第
百
九
十
八
号
）
第
二
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
投
資
法
人

六
年
法
律
第
百
九
十
八
号
）
第
二
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
投
資
法
人

、
資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
五
号
）
第
二

、
資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
五
号
）
第
二

条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
目
的
会
社
並
び
に
一
般
社
団
法
人
（
非
営

条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
目
的
会
社
並
び
に
一
般
社
団
法
人
（
非
営

利
型
法
人
（
法
人
税
法
第
二
条
第
九
号
の
二
に
規
定
す
る
非
営
利
型
法

利
型
法
人
（
法
人
税
法
第
二
条
第
九
号
の
二
に
規
定
す
る
非
営
利
型
法
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人
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
も
の
を
除

人
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
も
の
を
除

く
。
）
及
び
一
般
財
団
法
人
（
非
営
利
型
法
人
に
該
当
す
る
も
の
を
除

く
。
）
及
び
一
般
財
団
法
人
（
非
営
利
型
法
人
に
該
当
す
る
も
の
を
除

く
。
）
並
び
に
こ
れ
ら
の
法
人
以
外
の
法
人
で
資
本
金
の
額
若
し
く
は

く
。
）
並
び
に
こ
れ
ら
の
法
人
以
外
の
法
人
で
資
本
金
の
額
若
し
く
は

出
資
金
の
額
が
一
億
円
以
下
の
も
の
又
は
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有
し

出
資
金
の
額
が
一
億
円
以
下
の
も
の
又
は
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有
し

な
い
も
の

所
得
割
額

な
い
も
の

所
得
割
額

二

電
気
供
給
業
（
次
号
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。
）
、
ガ
ス
供
給
業
の
う

二

電
気
供
給
業
（
次
号
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。
）
、
ガ
ス
供
給
業

ち
導
管
ガ
ス
供
給
業
（
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る

（
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る

導
管
ガ
ス
供
給
業
を
い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
保
険
業

ガ
ス
供
給
業
を

い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
保
険
業

及
び
貿
易
保
険
業

収
入
割
額

及
び
貿
易
保
険
業

収
入
割
額

三

略

三

略

四

ガ
ス
供
給
業
の
う
ち
特
定
ガ
ス
供
給
業
（
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項

第
四
号
に
規
定
す
る
特
定
ガ
ス
供
給
業
を
い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て

同
じ
。
）

収
入
割
額
、
付
加
価
値
割
額
及
び
資
本
割
額
の
合
算
額

２
～
５

略

２
～
５

略

（
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
に
関
す
る
こ
の
節
の
規
定
の
適
用
）

（
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
に
関
す
る
こ
の
節
の
規
定
の
適
用
）

第
四
十
八
条
の
二

略

第
四
十
八
条
の
二

略

２

略

２

略

３

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
に
つ
い
て
こ
の
節
の
規

３

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
に
つ
い
て
こ
の
節
の
規

定
を
適
用
す
る
場
合
に
は
、
第
五
十
一
条
第
一
項
第
一
号

定
を
適
用
す
る
場
合
に
は
、
第
五
十
一
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
四
項
第
一

中
「
掲
げ
る
法
人
」
と
あ
る
の
は
「
掲
げ
る
法
人
で
固
有
法
人
で
あ
る
も

号
中
「
掲
げ
る
法
人
」
と
あ
る
の
は
「
掲
げ
る
法
人
で
固
有
法
人
で
あ
る
も

の
」
と
、
同
項
第
三
号

中
「
そ
の
他
の
法
人
」

の
」
と
、
同
条
第
一
項
第
三
号
及
び
第
四
項
第
三
号
中
「
そ
の
他
の
法
人
」

と
あ
る
の
は
「
そ
の
他
の
法
人
（
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る

と
あ
る
の
は
「
そ
の
他
の
法
人
（
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る

法
人
で
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
を
含
む
。
）
」
と
、
同
条
第
三
項
第
一
号
中

法
人
で
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
を
含
む
。
）
」
と
、
同
条
第
三
項
第
一
号
中

「
合
計
額
」
と
あ
る
の
は
「
合
計
額
（
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
に
あ
つ
て
は

「
合
計
額
」
と
あ
る
の
は
「
合
計
額
（
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
に
あ
つ
て
は

、
㈠
に
掲
げ
る
金
額
）
」
と
、
同
条
第
五
項
中
「
法
人
で
」
と
あ
る
の
は
「

、
㈠
に
掲
げ
る
金
額
）
」
と
、
同
条
第
四
項
中
「
法
人
で
」
と
あ
る
の
は
「

受
託
法
人
及
び
三
以
上
の
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て

受
託
法
人
及
び
三
以
上
の
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て

事
業
を
行
う
固
有
法
人
で
」
と
、
同
項
第
二
号
中
「
特
別
法
人
以
外
の
法
人

事
業
を
行
う
固
有
法
人
で
」

」
と
あ
る
の
は
「
特
別
法
人
以
外
の
法
人
（
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠

に
掲
げ
る
法
人
で
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
を
含
む
。
）
」
と
す
る
。

と
す
る
。
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（
法
人
の
事
業
税
の
課
税
標
準
の
区
分
経
理
の
義
務
）

（
法
人
の
事
業
税
の
課
税
標
準
の
区
分
経
理
の
義
務
）

第
五
十
条

略

第
五
十
条

略

２

電
気
供
給
業
、
ガ
ス
供
給
業
（
導
管
ガ
ス
供
給
業
及
び
特
定
ガ
ス
供
給
業

２

電
気
供
給
業
、
ガ
ス
供
給
業

に
限
る
。
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
保
険
業
又
は
貿
易
保
険
業
と

、
保
険
業
又
は
貿
易
保
険
業
と

そ
の
他
の
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
で
事
業
税
の
納
税
義
務
が
あ
る
も
の

そ
の
他
の
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
で
事
業
税
の
納
税
義
務
が
あ
る
も
の

は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
関
す
る
経
理
を
区
分
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
関
す
る
経
理
を
区
分
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

い
。

（
法
人
の
事
業
税
の
税
率
等
）

（
法
人
の
事
業
税
の
税
率
等
）

第
五
十
一
条

法
人
の
行
う
事
業
（
電
気
供
給
業
、
ガ
ス
供
給
業
、
保
険
業
及

第
五
十
一
条

法
人
の
行
う
事
業
（
電
気
供
給
業
、
ガ
ス
供
給
業
、
保
険
業
及

び
貿
易
保
険
業
を
除
く
。
第
五
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
す
る
事
業
税
の

び
貿
易
保
険
業
を
除
く
。
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
す
る
事
業
税
の

額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金

額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金

額
と
す
る
。

額
と
す
る
。

一

第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る
法
人

次
に
掲
げ
る
金
額
の

一

第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る
法
人

次
に
掲
げ
る
金
額
の

合
計
額

合
計
額

㈠
・
㈡

略

㈠
・
㈡

略

㈢

各
事
業
年
度
の
所
得
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額

㈢

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
金
額
の
区
分
に
よ
り
各
事
業
年
度
の
所
得

を
区
分
し
、
当
該
区
分
に
応
ず
る
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て

計
算
し
た
金
額
を
合
計
し
た
金
額

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
以
下

百
分
の
〇
・
四

の
金
額

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を
超

百
分
の
〇
・
七

え
年
八
百
万
円
以
下
の
金
額

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
八
百
万
円
を
超

百
分
の
一

え
る
金
額
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二

特
別
法
人
（
法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第
七
項
に
規
定
す
る
特
別

二

特
別
法
人
（
法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第
六
項
に
規
定
す
る
特
別

法
人
を
い
う
。
第
五
項
各
号

に
お
い
て
同
じ
。
）

次
の
表
の
上
欄
に

法
人
を
い
う
。
第
四
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

次
の
表
の
上
欄
に

掲
げ
る
金
額
の
区
分
に
よ
り
各
事
業
年
度
の
所
得
を
区
分
し
、
当
該
区
分

掲
げ
る
金
額
の
区
分
に
よ
り
各
事
業
年
度
の
所
得
を
区
分
し
、
当
該
区
分

に
応
ず
る
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
の
合
計
額

に
応
ず
る
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
の
合
計
額

（
表

略
）

（
表

略
）

三

略

三

略

２

電
気
供
給
業
（
小
売
電
気
事
業
等
、
発
電
事
業
等
及
び
特
定
卸
供
給
事
業

２

電
気
供
給
業
（
小
売
電
気
事
業
等
、
発
電
事
業
等
及
び
特
定
卸
供
給
事
業

を
除
く
。
）
、
導
管
ガ
ス
供
給
業
、
保
険
業
及
び
貿
易
保
険
業
に
対
す
る
事

を
除
く
。
）
、
ガ
ス
供
給
業

、
保
険
業
及
び
貿
易
保
険
業
に
対
す
る
事

業
税
の
額
は
、
各
事
業
年
度
の
収
入
金
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額

業
税
の
額
は
、
各
事
業
年
度
の
収
入
金
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額

と
す
る
。

と
す
る
。

３

略

３

略

４

特
定
ガ
ス
供
給
業
に
対
す
る
事
業
税
の
額
は
、
次
に
掲
げ
る
金
額
の
合
計

額
と
す
る
。

一

各
事
業
年
度
の
収
入
金
額
に
百
分
の
〇
・
四
八
を
乗
じ
て
得
た
金
額

二

各
事
業
年
度
の
付
加
価
値
額
に
百
分
の
〇
・
七
七
を
乗
じ
て
得
た
金
額

三

各
事
業
年
度
の
資
本
金
等
の
額
に
百
分
の
〇
・
三
二
を
乗
じ
て
得
た
金

額

５

二
以
上
の
都
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行

４

二
以
上
の
都
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行

う
法
人
の
第
一
項
の
各
事
業
年
度
の
所
得
は
、
法
第
七
十
二
条
の
四
十
八
の

う
法
人
の
第
一
項
の
各
事
業
年
度
の
所
得
は
、
法
第
七
十
二
条
の
四
十
八
の

規
定
に
よ
り
分
割
さ
れ
る
前
の
各
事
業
年
度
の
所
得
に
よ
る
も
の
と
し
、
三

規
定
に
よ
り
分
割
さ
れ
る
前
の
各
事
業
年
度
の
所
得
に
よ
る
も
の
と
し
、
三

以
上
の
都
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行
う
法

以
上
の
都
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行
う
法

人
で
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
千
万
円
以
上
の
も
の
（
第
四
十
八
条

人
で
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
千
万
円
以
上
の
も
の

第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る
法
人
を
除
く
。
）
が
行
う
事
業
に
対
す
る
事
業

が
行
う
事
業
に
対
す
る
事
業

税
の
額
は
、
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の

税
の
額
は
、
同
項

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の

区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
。

区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
。

一

第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る
法
人

次
に
掲
げ
る
金
額
の

合
計
額

㈠

各
事
業
年
度
の
付
加
価
値
額
に
百
分
の
一
・
二
を
乗
じ
て
得
た
金
額

㈡

各
事
業
年
度
の
資
本
金
等
の
額
に
百
分
の
〇
・
五
を
乗
じ
て
得
た
金

額
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㈢

各
事
業
年
度
の
所
得
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額

一

略

二

略

二

特
別
法
人
以
外
の
法
人

各
事
業
年
度
の
所
得
に
百
分
の
七
を
乗
じ
て

三

そ
の
他

の
法
人

各
事
業
年
度
の
所
得
に
百
分
の
七
を
乗
じ
て

得
た
金
額

得
た
金
額

６

略

５

略

（
法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
十
二
項
等
の
条
例
で
定
め
る
割
合
）

（
法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
十
一
項
等
の
条
例
で
定
め
る
割
合
）

第
六
十
六
条
の
三

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
十
二
項
に
規
定
す
る
条
例
で
定

第
六
十
六
条
の
三

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
十
一
項
に
規
定
す
る
条
例
で
定

め
る
割
合
は
、
三
分
の
二
と
す
る
。

め
る
割
合
は
、
三
分
の
二
と
す
る
。

２

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
十
三
項
に
規
定
す
る
条
例
で
定
め
る
割
合
は
、

２

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
十
二
項
に
規
定
す
る
条
例
で
定
め
る
割
合
は
、

三
分
の
二
と
す
る
。

三
分
の
二
と
す
る
。

３

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
十
四
項
に
規
定
す
る
条
例
で
定
め
る
割
合
は
、

３

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
十
三
項
に
規
定
す
る
条
例
で
定
め
る
割
合
は
、

三
分
の
二
と
す
る
。

三
分
の
二
と
す
る
。

（
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産
取
得
税
の
減
額
）

（
住
宅
の
用
に
供
す
る
土
地
の
取
得
に
対
す
る
不
動
産
取
得
税
の
減
額
）

第
七
十
三
条

略

第
七
十
三
条

略

２
～
７

略

２
～
７

略

８

総
合
県
税
事
務
所
長
は
、
第
五
項
の
申
告
が
な
か
つ
た
場
合
に
お
い
て
も

、
当
該
土
地
の
取
得
が
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
に
規
定
す
る
要
件
に
該
当

す
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
第
五
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
第
一
項
か

ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

９

第
四
項
、
第
五
項
及
び
前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
特
例
適
用
住
宅
に

８

第
四
項
及
び
第
五
項

に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
特
例
適
用
住
宅
に

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
一

法
第
七
十
三
条
の
十
四
第
二
項
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合
に
お
け
る
第
一

項
の
規
定
の
適
用
そ
の
他
の
同
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
に
関
し

項
の
規
定
の
適
用
そ
の
他
の
同
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
の
適
用
に
関
し

て
は
、
令
第
三
十
九
条
の
三
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

て
は
、
令
第
三
十
九
条
の
三
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

附

則

附

則

（
法
人
の
事
業
税
の
税
率
の
特
例
）

（
法
人
の
事
業
税
の
税
率
の
特
例
）

第
十
四
条
の
二
の
三

租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
該
当

第
十
四
条
の
二
の
三

租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
該
当
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す
る
法
人
の
同
項
の
規
定
に
該
当
す
る
事
業
年
度
に
係
る
所
得
割
に
つ
い
て

す
る
法
人
の
同
項
の
規
定
に
該
当
す
る
事
業
年
度
に
係
る
所
得
割
に
つ
い
て

は
、
第
五
十
一
条
第
一
項
第
二
号
中

は
、
第
五
十
一
条
第
一
項
第
二
号
中

「

「

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を

百
分
の
四
・
九

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を

百
分
の
四
・
九

超
え
る
金
額

超
え
る
金
額

」

」

と
あ
る
の
は

と
あ
る
の
は

「

「

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を

百
分
の
四
・
九

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を

百
分
の
四
・
九

超
え
年
十
億
円
以
下
の
金
額

超
え
年
十
億
円
以
下
の
金
額

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
十
億
円
を
超

百
分
の
五
・
七

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
十
億
円
を
超

百
分
の
五
・
七

え
る
金
額

え
る
金
額

」

」

と
、
同
条
第
五
項
第
一
号
中
「
百
分
の
四
・
九
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
四

と
、
同
条
第
四
項
第
二
号
中
「
百
分
の
四
・
九
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
四

・
九
（
各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
十
億
円
を
超
え
る
金
額
に
つ
い
て
は

・
九
（
各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
十
億
円
を
超
え
る
金
額
に
つ
い
て
は

、
百
分
の
五
・
七
）
」
と
、
同
条
第
六
項
中
「
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第

、
百
分
の
五
・
七
）
」
と
、
同
条
第
五
項
中
「
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第

一
項
又
は
前
項
」
と
、
「
同
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
項
」
と
、
「
八
百
万

一
項
又
は
前
項
」
と
、
「
同
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
項
」
と
、
「
八
百
万

円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た

円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た

金
額
」
と
」
と
あ
る
の
は
「
八
百
万
円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て

金
額
」
と
」
と
あ
る
の
は
「
八
百
万
円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て

得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た
金
額
」
と
、
「
年
十
億
円
」
と
あ
る
の

得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た
金
額
」
と
、
「
年
十
億
円
」
と
あ
る
の

は
「
十
億
円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て

は
「
十
億
円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て

計
算
し
た
金
額
」
と
、
前
項
第
一
号
中
「
年
十
億
円
」
と
あ
る
の
は
「
十
億

計
算
し
た
金
額
」
と
、
前
項
第
二
号
中
「
年
十
億
円
」
と
あ
る
の
は
「
十
億

円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た

円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た

金
額
」
と
」
と
す
る
。

金
額
」
と
」
と
す
る
。

（
不
動
産
取
得
税
の
新
築
家
屋
の
取
得
の
日
等
に
係
る
特
例
）

（
不
動
産
取
得
税
の
新
築
家
屋
の
取
得
の
日
等
に
係
る
特
例
）

第
十
四
条
の
七

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
、
地
方
住
宅
供
給
公
社
又
は

第
十
四
条
の
七

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構
、
地
方
住
宅
供
給
公
社
又
は

家
屋
を
新
築
し
て
譲
渡
す
る
こ
と
を
業
と
す
る
者
で
令
附
則
第
六
条
の
十
七

家
屋
を
新
築
し
て
譲
渡
す
る
こ
と
を
業
と
す
る
者
で
令
附
則
第
六
条
の
十
七

第
一
項
に
規
定
す
る
も
の
が
売
り
渡
す
新
築
の
住
宅
に
係
る
第
六
十
三
条
第

第
一
項
に
規
定
す
る
も
の
が
売
り
渡
す
新
築
の
住
宅
に
係
る
第
六
十
三
条
第
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二
項
た
だ
し
書
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
住
宅
の
新
築
が
平
成
十

二
項
た
だ
し
書
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
住
宅
の
新
築
が
平
成
十

年
十
月
一
日
か
ら
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
行
わ
れ
た
と
き
に

年
十
月
一
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
行
わ
れ
た
と
き
に

限
り
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
六
月
」
と
あ
る
の
は
、
「
一
年
」
と
す
る
。

限
り
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
六
月
」
と
あ
る
の
は
、
「
一
年
」
と
す
る
。

２

土
地
が
取
得
さ
れ
、
か
つ
、
当
該
土
地
の
上
に
第
七
十
三
条
第
一
項
に
規

２

土
地
が
取
得
さ
れ
、
か
つ
、
当
該
土
地
の
上
に
第
七
十
三
条
第
一
項
に
規

定
す
る
特
例
適
用
住
宅
が
新
築
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
同
項
及
び
第
七
十
四

定
す
る
特
例
適
用
住
宅
が
新
築
さ
れ
た
場
合
に
お
け
る
同
項
及
び
第
七
十
四

条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
土
地
の
取
得
が
平
成
十
六
年

条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
土
地
の
取
得
が
平
成
十
六
年

四
月
一
日
か
ら
令
和
六
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
行
わ
れ
た
と
き
に
限

四
月
一
日
か
ら
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
行
わ
れ
た
と
き
に
限

り
、
第
七
十
三
条
第
一
項
第
一
号
中
「
二
年
」
と
あ
る
の
は
「
三
年
（
同
日

り
、
第
七
十
三
条
第
一
項
第
一
号
中
「
二
年
」
と
あ
る
の
は
「
三
年
（
同
日

か
ら
三
年
以
内
に
特
例
適
用
住
宅
が
新
築
さ
れ
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
場
合

か
ら
三
年
以
内
に
特
例
適
用
住
宅
が
新
築
さ
れ
る
こ
と
が
困
難
で
あ
る
場
合

と
し
て
令
附
則
第
六
条
の
十
七
第
二
項
に
規
定
す
る
場
合
に
は
、
四
年
）
」

と
し
て
令
附
則
第
六
条
の
十
七
第
二
項
に
規
定
す
る
場
合
に
は
、
四
年
）
」

と
、
第
七
十
四
条
第
一
項
中
「
二
年
以
内
、
同
条
第
二
項
第
一
号
」
と
あ
る

と
、
第
七
十
四
条
第
一
項
中
「
二
年
以
内
、
同
条
第
二
項
第
一
号
」
と
あ
る

の
は
「
三
年
（
令
附
則
第
六
条
の
十
七
第
二
項
に
規
定
す
る
場
合
に
は
、
四

の
は
「
三
年
（
令
附
則
第
六
条
の
十
七
第
二
項
に
規
定
す
る
場
合
に
は
、
四

年
）
以
内
、
前
条
第
二
項
第
一
号
」
と
す
る
。

年
）
以
内
、
前
条
第
二
項
第
一
号
」
と
す
る
。

秋
田
県
県
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
附
則
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
も
の
と
さ
れ
た
同
条
例
附
則
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
規
定

に
よ
る
改
正
前
の
秋
田
県
県
税
条
例
の
一
部
改
正
（
第
二
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
事
業
税
の
納
税
義
務
者
等
）

（
事
業
税
の
納
税
義
務
者
等
）

第
四
十
八
条

法
人
の
行
う
事
業
に
対
す
る
事
業
税
は
、
法
人
の
行
う
事
業
に

第
四
十
八
条

法
人
の
行
う
事
業
に
対
す
る
事
業
税
は
、
法
人
の
行
う
事
業
に

対
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額

対
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
業
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
額

に
よ
り
、
そ
の
法
人
に
課
す
る
。

に
よ
り
、
そ
の
法
人
に
課
す
る
。

一

次
号
か
ら
第
四
号
ま
で
に
掲
げ
る
事
業
以
外
の
事
業

次
に
掲
げ
る
法

一

次
号
及
び
第
三
号

に
掲
げ
る
事
業
以
外
の
事
業

次
に
掲
げ
る
法

人
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額

人
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額

㈠

略

㈠

略

㈡

法
第
七
十
二
条
の
四
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
法
第
七
十
二
条

㈡

法
第
七
十
二
条
の
四
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
法
第
七
十
二
条

の
五
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第

の
五
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第

七
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
と
み
な
さ
れ

六
項
各
号
に
掲
げ
る
法
人
、
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
と
み
な
さ
れ

る
法
人
で
な
い
社
団
及
び
財
団
、
第
四
項
の
法
人
課
税
信
託
の
引
受
け

る
法
人
で
な
い
社
団
及
び
財
団
、
第
四
項
の
法
人
課
税
信
託
の
引
受
け
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を
行
う
個
人
、
投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十

を
行
う
個
人
、
投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十

六
年
法
律
第
百
九
十
八
号
）
第
二
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
投
資
法
人

六
年
法
律
第
百
九
十
八
号
）
第
二
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
投
資
法
人

、
資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
五
号
）
第
二

、
資
産
の
流
動
化
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
五
号
）
第
二

条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
目
的
会
社
並
び
に
一
般
社
団
法
人
（
非
営

条
第
三
項
に
規
定
す
る
特
定
目
的
会
社
並
び
に
一
般
社
団
法
人
（
非
営

利
型
法
人
（
法
人
税
法
第
二
条
第
九
号
の
二
に
規
定
す
る
非
営
利
型
法

利
型
法
人
（
法
人
税
法
第
二
条
第
九
号
の
二
に
規
定
す
る
非
営
利
型
法

人
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
も
の
を
除

人
を
い
う
。
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
該
当
す
る
も
の
を
除

く
。
）
及
び
一
般
財
団
法
人
（
非
営
利
型
法
人
に
該
当
す
る
も
の
を
除

く
。
）
及
び
一
般
財
団
法
人
（
非
営
利
型
法
人
に
該
当
す
る
も
の
を
除

く
。
）
並
び
に
こ
れ
ら
の
法
人
以
外
の
法
人
で
資
本
金
の
額
若
し
く
は

く
。
）
並
び
に
こ
れ
ら
の
法
人
以
外
の
法
人
で
資
本
金
の
額
若
し
く
は

出
資
金
の
額
が
一
億
円
以
下
の
も
の
又
は
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有
し

出
資
金
の
額
が
一
億
円
以
下
の
も
の
又
は
資
本
若
し
く
は
出
資
を
有
し

な
い
も
の

所
得
割
額

な
い
も
の

所
得
割
額

二

電
気
供
給
業
（
次
号
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。
）
、
ガ
ス
供
給
業
の
う

二

電
気
供
給
業
（
次
号
に
掲
げ
る
事
業
を
除
く
。
）
、
ガ
ス
供
給
業

ち
導
管
ガ
ス
供
給
業
（
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る

（
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る

導
管
ガ
ス
供
給
業
を
い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
保
険
業

ガ
ス
供
給
業
を

い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
保
険
業

及
び
貿
易
保
険
業

収
入
割
額

及
び
貿
易
保
険
業

収
入
割
額

三

電
気
供
給
業
の
う
ち
、
小
売
電
気
事
業
等
（
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一

三

電
気
供
給
業
の
う
ち
、
小
売
電
気
事
業
等
（
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一

項
第
三
号
に
規
定
す
る
小
売
電
気
事
業
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い

項
第
三
号
に
規
定
す
る
小
売
電
気
事
業
等
を
い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い

て
同
じ
。
）
、
発
電
事
業
等

（
同
号
に
規
定
す
る
発
電
事
業
等
を
い
う

て
同
じ
。
）
及
び
発
電
事
業
等
（
同
号
に
規
定
す
る
発
電
事
業
等
を
い
う

。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。
）
及
び
特
定
卸
供
給
事
業
（
電
気
事
業

。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。
）

法
（
昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
七
十
号
）
第
二
条
第
一
項
第
十
五
号
の
三

に
規
定
す
る
特
定
卸
供
給
事
業
を
い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て
同
じ
。

）

次
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額

次
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
額

㈠
・
㈡

略

㈠
・
㈡

略

四

ガ
ス
供
給
業
の
う
ち
特
定
ガ
ス
供
給
業
（
法
第
七
十
二
条
の
二
第
一
項

第
四
号
に
規
定
す
る
特
定
ガ
ス
供
給
業
を
い
う
。
以
下
こ
の
節
に
お
い
て

同
じ
。
）

収
入
割
額
、
付
加
価
値
割
額
及
び
資
本
割
額
の
合
算
額

２
～
５

略

２
～
５

略

（
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
に
関
す
る
こ
の
節
の
規
定
の
適
用
）

（
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
に
関
す
る
こ
の
節
の
規
定
の
適
用
）

第
四
十
八
条
の
二

略

第
四
十
八
条
の
二

略

２

略

２

略
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３

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
に
つ
い
て
こ
の
節
の
規

３

前
二
項
の
規
定
に
よ
り
法
人
課
税
信
託
の
受
託
者
に
つ
い
て
こ
の
節
の
規

定
を
適
用
す
る
場
合
に
は
、
第
五
十
一
条
第
一
項
第
一
号

定
を
適
用
す
る
場
合
に
は
、
第
五
十
一
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
四
項
第
一

中
「
掲
げ
る
法
人
」
と
あ
る
の
は
「
掲
げ
る
法
人
で
固
有
法
人
で
あ
る
も

号
中
「
掲
げ
る
法
人
」
と
あ
る
の
は
「
掲
げ
る
法
人
で
固
有
法
人
で
あ
る
も

の
」
と
、
同
項
第
三
号

中
「
そ
の
他
の
法
人
」

の
」
と
、
同
条
第
一
項
第
三
号
及
び
第
四
項
第
三
号
中
「
そ
の
他
の
法
人
」

と
あ
る
の
は
「
そ
の
他
の
法
人
（
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る

と
あ
る
の
は
「
そ
の
他
の
法
人
（
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る

法
人
で
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
を
含
む
。
）
」
と
、
同
条
第
三
項
第
一
号
中

法
人
で
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
を
含
む
。
）
」
と
、
同
条
第
三
項
第
一
号
中

「
合
計
額
」
と
あ
る
の
は
「
合
計
額
（
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
に
あ
つ
て
は

「
合
計
額
」
と
あ
る
の
は
「
合
計
額
（
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
に
あ
つ
て
は

、
㈠
に
掲
げ
る
金
額
）
」
と
、
同
条
第
五
項
中
「
法
人
で
」
と
あ
る
の
は
「

、
㈠
に
掲
げ
る
金
額
）
」
と
、
同
条
第
四
項
中
「
法
人
で
」
と
あ
る
の
は
「

受
託
法
人
及
び
三
以
上
の
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て

受
託
法
人
及
び
三
以
上
の
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て

事
業
を
行
う
固
有
法
人
で
」
と
、
同
項
第
二
号
中
「
特
別
法
人
以
外
の
法
人

事
業
を
行
う
固
有
法
人
で
」

」
と
あ
る
の
は
「
特
別
法
人
以
外
の
法
人
（
第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠

に
掲
げ
る
法
人
で
受
託
法
人
で
あ
る
も
の
を
含
む
。
）
」
と
す
る
。

と
す
る
。

（
法
人
の
事
業
税
の
課
税
標
準
の
区
分
経
理
の
義
務
）

（
法
人
の
事
業
税
の
課
税
標
準
の
区
分
経
理
の
義
務
）

第
五
十
条

略

第
五
十
条

略

２

電
気
供
給
業
、
ガ
ス
供
給
業
（
導
管
ガ
ス
供
給
業
及
び
特
定
ガ
ス
供
給
業

２

電
気
供
給
業
、
ガ
ス
供
給
業

に
限
る
。
次
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
、
保
険
業
又
は
貿
易
保
険
業
と

、
保
険
業
又
は
貿
易
保
険
業
と

そ
の
他
の
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
で
事
業
税
の
納
税
義
務
が
あ
る
も
の

そ
の
他
の
事
業
と
を
併
せ
て
行
う
法
人
で
事
業
税
の
納
税
義
務
が
あ
る
も
の

は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
関
す
る
経
理
を
区
分
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
に
関
す
る
経
理
を
区
分
し
て
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

い
。

（
法
人
の
事
業
税
の
税
率
等
）

（
法
人
の
事
業
税
の
税
率
等
）

第
五
十
一
条

法
人
の
行
う
事
業
（
電
気
供
給
業
、
ガ
ス
供
給
業
、
保
険
業
及

第
五
十
一
条

法
人
の
行
う
事
業
（
電
気
供
給
業
、
ガ
ス
供
給
業
、
保
険
業
及

び
貿
易
保
険
業
を
除
く
。
第
五
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
す
る
事
業
税
の

び
貿
易
保
険
業
を
除
く
。
第
四
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
対
す
る
事
業
税
の

額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金

額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金

額
と
す
る
。

額
と
す
る
。

一

第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る
法
人

次
に
掲
げ
る
金
額
の

一

第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る
法
人

次
に
掲
げ
る
金
額
の

合
計
額

合
計
額

㈠
・
㈡

略

㈠
・
㈡

略

㈢

各
事
業
年
度
の
所
得
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額

㈢

次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
金
額
の
区
分
に
よ
り
各
事
業
年
度
の
所
得
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を
区
分
し
、
当
該
区
分
に
応
ず
る
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て

計
算
し
た
金
額
を
合
計
し
た
金
額

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
以
下

百
分
の
〇
・
四

の
金
額

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を
超

百
分
の
〇
・
七

え
年
八
百
万
円
以
下
の
金
額

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
八
百
万
円
を
超

百
分
の
一

え
る
金
額

二

特
別
法
人
（
法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第
七
項
に
規
定
す
る
特
別

二

特
別
法
人
（
法
第
七
十
二
条
の
二
十
四
の
七
第
六
項
に
規
定
す
る
特
別

法
人
を
い
う
。
第
五
項
各
号

に
お
い
て
同
じ
。
）

次
の
表
の
上
欄
に

法
人
を
い
う
。
第
四
項
第
二
号
に
お
い
て
同
じ
。
）

次
の
表
の
上
欄
に

掲
げ
る
金
額
の
区
分
に
よ
り
各
事
業
年
度
の
所
得
を
区
分
し
、
当
該
区
分

掲
げ
る
金
額
の
区
分
に
よ
り
各
事
業
年
度
の
所
得
を
区
分
し
、
当
該
区
分

に
応
ず
る
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
の
合
計
額

に
応
ず
る
同
表
の
下
欄
に
定
め
る
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
の
合
計
額

（
表

略
）

（
表

略
）

三

略

三

略

２

電
気
供
給
業
（
小
売
電
気
事
業
等
、
発
電
事
業
等
及
び
特
定
卸
供
給
事
業

２

電
気
供
給
業
（
小
売
電
気
事
業
等
及
び
発
電
事
業
等

を
除
く
。
）
、
導
管
ガ
ス
供
給
業
、
保
険
業
及
び
貿
易
保
険
業
に
対
す
る
事

を
除
く
。
）
、
ガ
ス
供
給
業

、
保
険
業
及
び
貿
易
保
険
業
に
対
す
る
事

業
税
の
額
は
、
各
事
業
年
度
の
収
入
金
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額

業
税
の
額
は
、
各
事
業
年
度
の
収
入
金
額
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額

と
す
る
。

と
す
る
。

３

電
気
供
給
業
の
う
ち
、
小
売
電
気
事
業
等
、
発
電
事
業
等
及
び
特
定
卸
供

３

電
気
供
給
業
の
う
ち
、
小
売
電
気
事
業
等
及
び
発
電
事
業
等

給
事
業
に
対
す
る
事
業
税
の
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応

に
対
す
る
事
業
税
の
額
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の
区
分
に
応

じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
。

じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
。

一
・
二

略

一
・
二

略

４

特
定
ガ
ス
供
給
業
に
対
す
る
事
業
税
の
額
は
、
次
に
掲
げ
る
金
額
の
合
計

額
と
す
る
。

一

各
事
業
年
度
の
収
入
金
額
に
百
分
の
〇
・
四
八
を
乗
じ
て
得
た
金
額

二

各
事
業
年
度
の
付
加
価
値
額
に
百
分
の
〇
・
七
七
を
乗
じ
て
得
た
金
額
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三

各
事
業
年
度
の
資
本
金
等
の
額
に
百
分
の
〇
・
三
二
を
乗
じ
て
得
た
金

額

５

二
以
上
の
都
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行

４

二
以
上
の
都
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行

う
法
人
の
第
一
項
の
各
事
業
年
度
の
所
得
は
、
法
第
七
十
二
条
の
四
十
八
の

う
法
人
の
第
一
項
の
各
事
業
年
度
の
所
得
は
、
法
第
七
十
二
条
の
四
十
八
の

規
定
に
よ
り
分
割
さ
れ
る
前
の
各
事
業
年
度
の
所
得
に
よ
る
も
の
と
し
、
三

規
定
に
よ
り
分
割
さ
れ
る
前
の
各
事
業
年
度
の
所
得
に
よ
る
も
の
と
し
、
三

以
上
の
都
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行
う
法

以
上
の
都
道
府
県
に
お
い
て
事
務
所
又
は
事
業
所
を
設
け
て
事
業
を
行
う
法

人
で
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
千
万
円
以
上
の
も
の
（
第
四
十
八
条

人
で
資
本
金
の
額
又
は
出
資
金
の
額
が
千
万
円
以
上
の
も
の

第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る
法
人
を
除
く
。
）
が
行
う
事
業
に
対
す
る
事
業

が
行
う
事
業
に
対
す
る
事
業

税
の
額
は
、
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の

税
の
額
は
、
同
項

の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
法
人
の

区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
。

区
分
に
応
じ
、
当
該
各
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
。

一

第
四
十
八
条
第
一
項
第
一
号
㈠
に
掲
げ
る
法
人

次
に
掲
げ
る
金
額
の

合
計
額

㈠

各
事
業
年
度
の
付
加
価
値
額
に
百
分
の
一
・
二
を
乗
じ
て
得
た
金
額

㈡

各
事
業
年
度
の
資
本
金
等
の
額
に
百
分
の
〇
・
五
を
乗
じ
て
得
た
金

額
㈢

各
事
業
年
度
の
所
得
に
百
分
の
一
を
乗
じ
て
得
た
金
額

一

略

二

略

二

特
別
法
人
以
外
の
法
人

各
事
業
年
度
の
所
得
に
百
分
の
七
を
乗
じ
て

三

そ
の
他

の
法
人

各
事
業
年
度
の
所
得
に
百
分
の
七
を
乗
じ
て

得
た
金
額

得
た
金
額

６

略

５

略

附

則

附

則

（
法
人
の
事
業
税
の
税
率
の
特
例
）

（
法
人
の
事
業
税
の
税
率
の
特
例
）

第
十
四
条
の
二
の
三

租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
該
当

第
十
四
条
の
二
の
三

租
税
特
別
措
置
法
第
六
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
該
当

す
る
法
人
の
同
項
の
規
定
に
該
当
す
る
事
業
年
度
に
係
る
所
得
割
に
つ
い
て

す
る
法
人
の
同
項
の
規
定
に
該
当
す
る
事
業
年
度
に
係
る
所
得
割
に
つ
い
て

は
、
第
五
十
一
条
第
一
項
第
二
号
中

は
、
第
五
十
一
条
第
一
項
第
二
号
中

「

「

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を

百
分
の
四
・
九

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を

百
分
の
四
・
九

を
超
え
る
金
額

超
え
る
金
額
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」

」

と
あ
る
の
は

と
あ
る
の
は

「

「

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を

百
分
の
四
・
九

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
四
百
万
円
を

百
分
の
四
・
九

超
え
年
十
億
円
以
下
の
金
額

超
え
年
十
億
円
以
下
の
金
額

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
十
億
円
を

超

百
分
の
五
・
七

各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
十
億
円
を
超

百
分
の
五
・
七

え
る
金
額

え
る
金
額

」

」

と
、
同
条
第
五
項
第
一
号
中
「
百
分
の
四
・
九
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
四

と
、
同
条
第
四
項
第
二
号
中
「
百
分
の
四
・
九
」
と
あ
る
の
は
「
百
分
の
四

・
九
（
各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
十
億
円
を
超
え
る
金
額
に
つ
い
て
は

・
九
（
各
事
業
年
度
の
所
得
の
う
ち
年
十
億
円
を
超
え
る
金
額
に
つ
い
て
は

、
百
分
の
五
・
七
）
」
と
、
同
条
第
六
項
中
「
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第

、
百
分
の
五
・
七
）
」
と
、
同
条
第
五
項
中
「
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
第

一
項
又
は
前
項
」
と
、
「
同
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
項
」
と
、
「
八
百
万

一
項
又
は
前
項
」
と
、
「
同
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
項
」
と
、
「
八
百
万

円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た

円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た

金
額
」
と
」
と
あ
る
の
は
「
八
百
万
円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て

金
額
」
と
」
と
あ
る
の
は
「
八
百
万
円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て

得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た
金
額
」
と
、
「
年
十
億
円
」
と
あ
る
の

得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た
金
額
」
と
、
「
年
十
億
円
」
と
あ
る
の

は
「
十
億
円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て

は
「
十
億
円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て

計
算
し
た
金
額
」
と
、
前
項
第
一
号
中
「
年
十
億
円
」
と
あ
る
の
は
「
十
億

計
算
し
た
金
額
」
と
、
前
項
第
二
号
中
「
年
十
億
円
」
と
あ
る
の
は
「
十
億

円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た

円
に
当
該
事
業
年
度
の
月
数
を
乗
じ
て
得
た
額
を
十
二
で
除
し
て
計
算
し
た

金
額
」
と
」
と
す
る
。

金
額
」
と
」
と
す
る
。

秋
田
県
証
紙
条
例
の
一
部
改
正
（
第
三
条
に
よ
る
改
正
）

新

旧

（
証
紙
に
よ
る
収
入
の
方
法
に
よ
り
徴
収
す
る
歳
入
）

（
証
紙
に
よ
る
収
入
の
方
法
に
よ
り
徴
収
す
る
歳
入
）

第
二
条

使
用
料
及
び
手
数
料
で
規
則
で
定
め
る
も
の
並
び
に
自
動
車
税
の
環

第
二
条

使
用
料
及
び
手
数
料
で
規
則
で
定
め
る
も
の
並
び
に
自
動
車
税
の
環

境
性
能
割
（
地
方
税
法
第
百
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
納
付
す
る

境
性
能
割
（
地
方
税
法
第
百
六
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
っ
て
納
付
す
る

自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
（
同
法
第
百
七
十
条
の
規
定
に
よ
る
当
該
自
動
車

自
動
車
税
の
環
境
性
能
割
（
同
法
第
百
七
十
条
の
規
定
に
よ
る
当
該
自
動
車

税
の
環
境
性
能
割
に
係
る
延
滞
金
を
含
む
。
）
に
限
る
。
）
、
自
動
車
税
の

税
の
環
境
性
能
割
に
係
る
延
滞
金
を
含
む
。
）
に
限
る
。
）
、
自
動
車
税
の
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種
別
割
（
同
法
第
百
七
十
七
条
の
十
一
第
三
項
に
定
め
る
自
動
車
税
の
種
別

種
別
割
（
同
法
第
百
七
十
七
条
の
十
一
第
三
項
に
定
め
る
自
動
車
税
の
種
別

割
を
い
う
。
）
及
び
狩
猟
税
は
、
証
紙
に
よ
る
収
入
の
方
法
に
よ
り
徴
収
す

割
を
い
う
。
）
及
び
狩
猟
税
は
、
証
紙
に
よ
る
収
入
の
方
法
に
よ
り
徴
収
す

る
。
た
だ
し
、
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律

る
。
た
だ
し
、
情
報
通
信
技
術
を
活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律

（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項

（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項

に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
う
申
請
等
、
秋
田
県
行
政

に
規
定
す
る
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
う
申
請
等
、
秋
田
県
行
政

手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
九
年

手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
関
す
る
条
例
（
平
成
十
九
年

秋
田
県
条
例
第
一
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電

秋
田
県
条
例
第
一
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電

子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
う
申
請
等
又
は
地
方
税
法
第
七
百
四
十
七

子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
行
う
申
請
等
又
は
地
方
税
法
第
七
百
四
十
七

条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
七
百
六
十
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る

条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
法
第
七
百
六
十
二
条
第
一
号
に
規
定
す
る

地
方
税
関
係
手
続
用
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
、
か
つ
、
地
方
税
共
同

地
方
税
関
係
手
続
用
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
、
か
つ
、
地
方
税
共
同

機
構
を
経
由
し
て
行
う
書
面
等
地
方
税
関
係
申
告
等

に
係
る
も
の
に
つ

機
構
を
経
由
し
て
行
う
特
定
書
面
等
地
方
税
関
係
申
告
等
に
係
る
も
の
に
つ

い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

秋
田
県
県
税
条
例
等
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
附
則
第
六
項
に
よ
る
改
正
）

新

旧

附

則

附

則

１
～
４

略

１
～
４

略

（
事
業
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

（
事
業
税
に
関
す
る
経
過
措
置
）

５

略

５

略

６

五
号
施
行
日
前
に
開
始
し
た
新
法
附
則
第
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
事
業

６

五
号
施
行
日
前
に
開
始
し
た
新
法
附
則
第
七
条
第
二
項
に
規
定
す
る
事
業

年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
は
、
旧
条
例
の
規
定
中
法
人
の
事
業

年
度
に
係
る
法
人
の
事
業
税
に
つ
い
て
は
、
旧
条
例
第
五
十
三
条
第
一
項
の

税
に
関
す
る
部
分
は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

規
定

は
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。

７
・
８

略

７
・
８

略

過
疎
地
域
に
お
け
る
県
税
の
課
税
免
除
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
（
附
則
第
七
項
に
よ
る
改
正
）

新

旧
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（
事
業
税
の
課
税
免
除
）

（
事
業
税
の
課
税
免
除
）

第
二
条

産
業
振
興
促
進
区
域
内
に
お
い
て
、
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支

第
二
条

産
業
振
興
促
進
区
域
内
に
お
い
て
、
過
疎
地
域
の
持
続
的
発
展
の
支

援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
二
十
四
条
の
地
方
税
の
課
税
免
除
又
は
不
均
一

援
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
二
十
四
条
の
地
方
税
の
課
税
免
除
又
は
不
均
一

課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
令
和
三
年
総
務

課
税
に
伴
う
措
置
が
適
用
さ
れ
る
場
合
等
を
定
め
る
省
令
（
令
和
三
年
総
務

省
令
第
三
十
一
号
）
第
一
条
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
特
別
償
却
設
備
（
以
下

省
令
第
三
十
一
号
）
第
一
条
第
一
号
イ
に
規
定
す
る
特
別
償
却
設
備
（
以
下

「
特
別
償
却
設
備
」
と
い
う
。
）
の
取
得
等
（
同
号
イ
に
規
定
す
る
取
得
等

「
特
別
償
却
設
備
」
と
い
う
。
）
の
取
得
等
（
同
号
イ
に
規
定
す
る
取
得
等

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
し
た
者
が
行
う
事
業
に
対
し
て
課
す
る
事
業
税

を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
し
た
者
が
行
う
事
業
に
対
し
て
課
す
る
事
業
税

に
つ
い
て
は
、
当
該
税
額
か
ら
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
当
該
各
号

に
つ
い
て
は
、
当
該
税
額
か
ら
次
の
各
号
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
当
該
各
号

に
定
め
る
額
を
減
額
す
る
。

に
定
め
る
額
を
減
額
す
る
。

一

事
業
を
行
う
法
人
が
特
別
償
却
設
備
を
事
業
の
用
に
供
し
た
日
の
属
す

一

事
業
を
行
う
法
人
が
特
別
償
却
設
備
を
事
業
の
用
に
供
し
た
日
の
属
す

る
事
業
年
度
か
ら
当
該
事
業
の
用
に
供
し
た
日
か
ら
三
年
以
内
に
終
了
す

る
事
業
年
度
か
ら
当
該
事
業
の
用
に
供
し
た
日
か
ら
三
年
以
内
に
終
了
す

る
事
業
年
度
ま
で
の
各
事
業
年
度
の
所
得
に
対
す
る
事
業
税

当
該
所
得

る
事
業
年
度
ま
で
の
各
事
業
年
度
の
所
得
に
対
す
る
事
業
税

当
該
所
得

の
う
ち
当
該
特
別
償
却
設
備
に
係
る
も
の
と
し
て
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ

の
う
ち
当
該
特
別
償
却
設
備
に
係
る
も
の
と
し
て
規
則
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
計
算
し
た
額
に
秋
田
県
県
税
条
例
（
昭
和
二
十
九
年
秋
田
県
条
例

に
よ
り
計
算
し
た
額
に
秋
田
県
県
税
条
例
（
昭
和
二
十
九
年
秋
田
県
条
例

第
二
十
四
号
。
以
下
「
県
税
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
十
一
条
第
一
項
各

第
二
十
四
号
。
以
下
「
県
税
条
例
」
と
い
う
。
）
第
五
十
一
条
第
一
項
各

号
（
県
税
条
例
附
則
第
十
四
条
の
二
の
三
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適

号
（
県
税
条
例
附
則
第
十
四
条
の
二
の
三
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適

用
さ
れ
る
場
合
を
含
み
、
同
項
第
一
号
㈠
及
び
㈡
を
除
く
。
）
又
は
第
五

用
さ
れ
る
場
合
を
含
み
、
同
項
第
一
号
㈠
及
び
㈡
を
除
く
。
）
又
は
第
四

項
各
号
（
同
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
む

項
各
号
（
同
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
場
合
を
含
み
、

。
）
に
規
定
す
る
税
率
を
乗
じ
て
得
た
額

同
項
第
一
号
㈠
及
び
㈡
を
除
く
。
）
に
規
定
す
る
税
率
を
乗
じ
て
得
た
額

二

略

二

略

２

略

２

略
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